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経営発達支援計画の概要 

 

 

 

 

 

 

実施者名 
高松商工会議所（法人番号 7470005001064） 

高松市（地方自治体コード 372013） 

実施期間 2025 年４月１日～2030 年３月３１日 

目標 

当所地区内の小規模事業者の現状・課題や中長期的な振興のあり方を踏まえ、本計画

の期間における目標を以下のとおりとする。 

・小規模事業者の自立経営と競争力の向上 

・伴走支援による地域内外に向けた販路拡大 

・ＤＸ/ＩＴ活用を通じた競争力強化 

事業内容 

当所地区内の小規模事業者の現状・課題や中長期的な振興のあり方を踏まえ、本計画

の期間における事業内容を以下のとおりとする。 

 

１． 地域の経済動向調査に関すること 

２． 需要動向調査に関すること 

３． 経営状況の分析に関すること 

４． 事業計画の策定支援に関すること 

５． 事業計画策定後の実施支援に関すること 

６． 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

７． 事業の評価および見直しをするための仕組みに関すること 

８． 経営指導員の資質向上等に関すること 
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１．地域の経済動向調査に関すること 

【実施した事業】 

（1）地域の経済動向分析 

管内の業種別に選定した小規模事業者約 140 社に業況、売上状況、仕入価格、経営課題等を

質問する「業種別業界景気動向調査」を行い、当所会報やＨＰに調査結果を掲載し周知した。デ

ータを基に今後の経営方針の策定等に活用していただいた。 

 

（２）国が提供するビッグデータの活用 

経済産業省の地域経済分析システム、通称ＲＥＳＡＳを活用し、地域の経済動向分析を行い当

所ＨＰに分析結果を公表した。公表データで得られた情報は事業者ごとに販路開拓や事業計画

策定に活用していただいた。 

 

【2025 年度の目標及び実績】                                                 

調査内容 2025年度（目標） 2025年度（結果） 達成率

（１）地域の経済動向分析公表回数 4回 4回 100%

（２）RESASを活用した経済動向調査公
表回数

1回 1回 100%
 

 

【2026 年度からの取組】 

引き続き情報の収集・公表を行うことで当所管内の状況を広く周知し、事業者自身が事業計画

を検討する際に活用できるように支援する。 

 

 

２．需要動向調査に関すること 

【実施した事業】 

（１） 商談会におけるニーズ調査を実施 

当所主催の個別商談会や他団体が主催する食品商談会等において、参加バイヤーや一般

消費者が求めている商品、売れる商品、改良が必要な点についてニーズ調査を実施。 

 

① 本年度より、「売れるチカラ、育てます。販路開拓プログラム『ミガ×クル』」事業を開始。商品

の磨き上げを中心とした伴走型支援を行い、「伝える力」と「売る力」の向上を図るもの。本事

業により出展した商談会において、見た目、味、価格設定、パッケージデザイン、市場トレン

ドのとの整合性、消費者への売りやすさ・バイヤーとしての仕入れのしやすさ、購入動機等

の各ポイントに関する需要についての動向調査を実施した。「FOOD STYLE JAPAN 

2026 関西」では、選定された２事業者が参加（来場者数：24,487 名／２日間）。 

また、「大都市圏バイヤー個別商談会」においては、７事業者が参加した。（招聘バイヤー

数：３事業者） 

 

② 本年度より、「～出会いが商機を高める～高まる商談会」事業を開始。県内外のバイヤーと
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直接商談を行い、自社の魅力ある商品・サービスを広く市場へアピールし、継続的な取引に

つなげる実践的な場を提供した。11 事業者が参加した。（招聘バイヤー数：12 事業者） 

 

③ 東京商工会議所主催の「四国グルメ発掘！香川×東京商談会」が、あなぶきアリーナ香川

にて開催され、都内の大手食品バイヤー・食品メーカーを招聘した展示試食会及び個別商

談会が実施された。３６事業者が参加した。（招聘バイヤー数：63 事業者） 

 

④ 東京商工会議所主催の「首都圏バイヤーマッチング商談会」が実施され、食品・雑貨を対象

とした首都圏大手バイヤーとの商談希望を提出し、成立した２事業者が参加した。地域事業

者のさらなる販路開拓・拡大支援につなげた。（マッチングしたバイヤー数：８事業者） 

 

【2025 年度の目標及び実績】  

支援内容 2025年度（目標） 2025年度（結果） 達成率

商談会におけるニーズ調査対象事業者
数（者）

15者 58者 387%

 

【参考】各商談会等への参加企業数 

展示会等名 参加企業数 

FOOD STYLE JAPAN 2026 関西 2 事業者 

大都市圏バイヤー個別商談会 7 事業者 

高まる商談会 11 事業者 

四国グルメ発掘！香川×東京商談会 36 事業者 

首都圏バイヤーマッチング商談会 2 事業者 

※「FOOD STYLE JAPAN 2026 関西 」、「大都市圏バイヤー個別商談会」、「高まる商談会」、「四

国グルメ発掘！香川×東京商談」における重複事業者は１社。 

 

【2026 年度からの取組】 

引き続き、需要動向調査を実施し、事業者が分析やフィードバック等をすることで、新たな視点

で商品開発や事業計画策定に活用し、今後の販路開拓につなげるように支援する。 

 

 

３．経営状況の分析に関すること 

【実施した事業】  

（１） 経営分析セミナーの開催 

中小企業診断士を講師とした経営分析セミナーを開催。経営環境が大きく変化する中、経営分

析の手法やその活用方法を学び、自社の経営状況を正確に把握するための知識習得を図った。

また、物価高騰等の経営課題への対応策等についての情報提供を行った。 
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日時 テーマ 講師 参加者数 

2025 年 8 月 19 日 

～8 月 26 日(全 2 回） 

経営革新塾＆分析 

セミナー 

安藤経営戦略事務所代表 

中小企業診断士 

安藤 覺氏 

延 21 名 

 

（２）小規模事業者の経営分析 

小規模事業者持続化補助金の申請支援、融資等の資金繰り相談支援、創業間もない方、これ

から創業を検討している方等の創業支援を通じて、小規模事業者が経営状況を把握するための

分析を巡回・窓口相談を通じて行った。その中で専門家への相談が必要と考えられる専門的な経

営課題をお持ちの事業者については中小企業診断士、税理士、弁護士等と連携し支援を行った。 

 

【2025 度の目標及び実績】   

支援内容 2025年度（目標） 2025年度（結果） 達成率

経営分析事業者数（者） 180者 271者 151%

 

【2026 年度からの取組】 

引き続き、経営分析を活用した事業者支援に取り組む。事業者との対話を通じて本質的な課題

を把握し、適切な支援につなげていく。また、SNS 等デジタルマーケティングの重要性を啓発し、伴

走的な支援を目指す。 

 

 

４．事業計画の策定支援に関すること 

【実施した事業】 

（１）事業計画策定セミナーの開催 

ＢＣＰ計画策定の要点を伝える中小企業ＢＣＰ策定セミナー、経営革新計画策定のコツを伝える

経営革新塾、事業承継計画を考える上でのポイントを伝える事業承継セミナー（香川県事業承継・

引継ぎ支援センターとの共催）を開催。事業者が計画を策定する為に必要となる情報を提供する

各種セミナーを開催した。 

日時 テーマ 講師 参加者数 

2025 年 7 月 3 日 

～7 月 9 日(全 2 回） 

事業計画計画（BCP） 

-HRC モデル講座 

HRC 代表 

堀池 眞臣氏 

延 54 名 

（内 WEB 延 37 名） 

（※再掲） 

2025 年年 8 月 19 日 

～8 月 26 日(全 2 回） 

経営革新塾＆経営分析

セミナー 

安藤経営戦略事務所代表 

中小企業診断士 

安藤 覺氏 

延 21 名 

2026 年 2 月 13 日 事業承継セミナー 

中小企業基盤整備機構 

中川 庄一郎氏 

㈱日本 M&A センター 

伊奈 幸三郎氏 

29 名 
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（２）窓口相談における事業計画策定支援 

創業時の事業計画策定をはじめ、補助金申請や融資相談など、各種経営相談における事業計

画策定支援を行った。相談者との傾聴と対話を重視し、事業者が自ら経営課題を整理・認識でき

るよう支援するとともに、その課題を事業計画へ反映できるよう伴走型の支援を実施した。 

 

（３）DX／IT 化セミナーの開催 

経営幹部を対象とした「DX 経営塾」を全 10 回開催し、デジタル技術を活用したビジネスモデル

変革や競争力強化について実践的に学ぶ機会を提供した。世界的な動向や先進事例を基に DX

の本質への理解を深めるとともに、最新のデジタルツールの選定ポイント、組織改革の進め方、デ

ータに基づく経営判断プロセスなどを体系的に習得した。また、自社の経営課題と DX の方向性を

整理し、最終的には DX 経営計画書の策定までを支援した。（参加事業者数：13 事業者） 

 

日時 テーマ 講師 参加者数 

2025 年 7 月 16 日 

～11 月 29 日(全 10 回） 
DX 経営塾 

モノデジタル㈱ 

代表取締役 和田正典氏他 

24 名 

（13 事業者） 

 

【2025 年度の目標及び実績】   

調査内容 2025年度（目標） 2025年度（結果） 達成率

事業計画策定支援事業者数（者） 60者 130者 217%

DX／IT関連セミナー開催（回） 1回 1回 100%  
 

【2026 年度からの取組】 

 引き続き事業計画策定支援を継続して行うことで各事業所の課題を明確にし、必要なセミナーの

開催や窓口相談等により伴走型の支援を行っていく。また、進化する DX・AI に関してもセミナーを

開催するなどして、競争力向上を図る。 

 

 

５．事業計画策定後の実施支援に関すること 

【実施した事業】 

（１）各種補助金採択後や事業計画策定後に定期的なフォローアップを実施 

小規模事業者持続化補助金をはじめ、市県補助金等の事業計画策定支援後のフォローアップ、

資金繰り相談後のフォローアップ、創業支援者へのフォローアップを行った。2025 年度は、1 年以

上当所との接触がない部会所属会員事業所 970 件を対象に、管轄エリアを 13 地区に分けて計画

的な巡回訪問を実施した。巡回時には各種支援施策等の情報提供や経営課題の把握に努めた。 

経営支援システム Biz ミル、カルテ管理システム toas を活用し経営指導員間の情報共有を行う

ことで組織的な経営支援を行った。 
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【2025 年度の目標及び実績】   

調査内容 2025年度（目標） 2025年度（結果） 達成率

フォローアップ対象事業者数（者） 60者 123者 205%

フォローアップ頻度（延回数） 180回 328回 182%

売上増加事業者数（者） 15者 19者 127%  

 

【2026 年度からの取組】 

引き続き事業者へのフォローアップを継続して行うことで、事業者が事業計画達成する為に必要

な伴走型支援を行い、事業者が自立して事業を継続・発展できるよう支援する。 

 

 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

【実施した事業】 

（１） 「売れるチカラ、育てます。販路開拓プログラム『ミガ×クル』」事業を実施 

（※商品を「磨く」×機会・バイヤーが「来る」を組み合わせたプログラム名） 

本年度より、本事業を開始。食品製造業の小規模事業者を対象に、商品の磨き上げを中心とし

た実践形式のステップアップ型販路開拓プログラムとし、「伝える力」と「売る力」の向上を目指す。

専門家による商品分析からブラッシュアップ支援、展示会出展支援、アフターフォローまでの一貫

した伴走支援に取り組むことにより、事業者自身が自走できる思考・行動の基盤を築くことにつなげ

た。 

① マーケティングセミナー・事業説明会を実施 

本事業の導入として、事前セミナーとなる「販路開拓セミナー」を開催し、販路開拓の必要性を

広く周知するとともに、支援対象となり得る意欲的な事業者の発掘を行った。（参加事業者数：

８事業者） 

 

② ブラッシュアップ支援事業者選定会を実施 

事前セミナー参加事業者の中から、参加意欲の高い事業者にプレゼンテーションしてもらい、

その内、２事業者を選定した。（応募事業者数：４事業者）  

 

③ 専門家による商品ブラッシュアップ個別面談の実施 

選定事業者２事業者に対し、現状の課題や売れる商品に必要な要素を整理するなど、専門家

の個別相談ならびに商品磨き上げ伴走支援を行った。具体的には当所経営指導員及び専門

家同行のもと、各事業者５回を基本に、現状の把握および課題抽出から価格設定の検証、パ

ッケージデザインの試作、商談会を見据えた商品訴求方法の整理等を行った。 

 

④ 大都市圏バイヤー個別商談会の開催（当所主催商談会） 

実際にバイヤーに提案する実践の場として、首都圏等から３事業者のバイヤーを招聘した個

別商談会を開催。大都市圏への商流の定番となる商品を目指し、こだわりのある小売店のバイ

ヤーに対し商品を売り込み、プレゼン内容や商品説明、クロージング等の商談対応に関する
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支援をした。（参加事業者数：７事業者、内選定事業者数：２事業者、成約件数：３件） 

 

大都市圏バイヤー個別商談会の様子 

  

 

⑤ 展示会前セミナー開催 

展示会出展前に、事前セミナーを開催し、改めて、出展目的の明確化、会期中の対応やフォ

ロー連絡までの一連の流れを確認するとともに、効果的なブースレイアウト、商品陳列、演出等

について整理し出店準備の具体化を支援した。（参加事業者：選定された２事業者） 

 

⑥ 「FOOD STYLE JAPAN 2026 関西」への出展（他団体主催商談会） 

「FOOD STYLE JAPAN 2026 関西」は、「外食」「中食」「小売」の３つのカテゴリーのバイヤ

ーが一堂に介する西日本最大級の BtoB食の商談展示会。百貨店・スーパー等の小売店だけ

でなく、こだわりを持つ飲食店やホテル、EC サイト運営会社など、多角的な販路へのアプロー

チが期待できる。２日間の来場者数は約 2.4 万人、出展社数は 953 社と過去最大規模での開

催。（参加事業者数：選定された２事業者、総商談件数：29 件、成約件数：１件） 

 

FOOD STYLE JAPAN 2026 関西 出展ブースの様子 
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⑦ フォローアップ面談の実施 

後日、選定された２事業者に対して、アフターフォロー面談を実施し、展示会で得たフィードバ

ックや今後の販売戦略、改善点について支援し、事業者の自立的な取組を支援した。 

 

（２） 「～出会いが商機を高める～高まる商談会」事業を実施（当所主催商談会） 

（※「高まる」とは、「高松」、気持ちが「高まる」からなるプログラム名） 

本年度より、本事業を開始。県内外バイヤーと直接商談を行い、販路拡大や取引拡大を図るこ

とで、事業の成長と地域経済の活性化を目指す。自社の魅力ある商品・サービスを広く市場へアピ

ールし、継続的な取引につなげる実践的な場として展示商談会を開催した。（参加事業者数：11

事業者、招聘バイヤー数：12 事業者、成約件数：３件）  

 

高まる商談会の様子 

  

  

（３） その他、他団体主催商談会・展示会への出展 

① 東京商工会議所主催「四国グルメ発掘！香川×東京商談会」への出展 

香川県商工会議所連合会は、香川県内の食品メーカーを支援するため、東京商工会議所

及び東京都と連携し、本商談会を開催。都内食品メーカー１３事業者と都内食品バイヤー

５０事業者による展示試食会及び個別商談会であり、香川県内の食品メーカー５３事業者

が参加した。（当所参加会員事業者数：36 事業者、成約件数：６件） 

「四国グルメ発掘！香川×商談会」四国新聞掲載記事（2026 年 6 月 12 日） 
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② 東京商工会議所主催「首都圏バイヤーマッチング商談会」への出展 

地域事業者のさらなる販路開拓・拡大支援を目的として、食品・雑貨を対象とした首都圏大

手バイヤー（３６事業者）とのマッチング商談会が実施された。参加希望事業者は事前にエ

ントリーシートを提出し、自社商品を紹介したうえで、バイヤーから指名を受けた場合に商

談へ参加する形式で行われた。当所からは２事業者がエントリーし、８件のマッチングが成

立した。（成約件数：２件） 

 

（４） 越境 EC サイト商品掲載支援事業  

① 越境 EC モール Zenｐlus は、国内販売の感覚で低コストで簡単に、自身での海外輸送不

要で海外に販売できることから、海外販路を開拓したいが知識不足・人材不足等により海

外取引は難しいと考える事業者に対して、海外販路開拓支援を行った。年３回の Zenplus

セミナーを開催し、海外展開に必要な情報共有や越境 EC の利用促進等を図った。 

 

日時 テーマ 講師 参加者数 

2025 年４月 11 日～9

月 26 日（全３回） 

越境 EC の概要と現状、

実践的な活用方法他 

ZenGroup㈱  

向吉 里樹 氏 
34 名 

 

② 本年度より、イベント向けポップアップストア「Takamatsu Gift Quest」を開始。瀬戸内国際芸

術祭、大阪関西万博を契機として香川県を訪れたインバウンドをターゲットに、香川の逸品

をお土産として販売し、旅アト需要を越境 EC モール ZenPlus を活用して取り込み、利用促

進に繋げることを目的として実施した。会期スケジュールに合わせて、女木島、男木島、や

しまーるにおいて、合計６日間出展。（参加事業者数：10 事業者） 

 

【2025 年度の目標及び実績】   

支援内容 2025年度（目標） 2025年度（結果） 達成率

（１）他団体主催商談会・展示会への
出展支援事業者数（者）

10者 40者 400%

　　 成約件数 3件 9件 300%

（２）当所主催個別商談会の開催 20者 18者 90%

　　 成約件数 5件 6件 120%

（３）越境ECサイト商品掲載支援事業
者数（者）

20者 19者 95%

　　 売上額（円） 100,000円 64,935円 65%  

※（１）他団体主催とは、「FOOD STYLE JAPAN 2026 関西」、「四国グルメ発掘！香川×東京

商談会」、「首都圏バイヤーマッチング商談会」 

※（２）当所主催とは、「大都市圏バイヤー個別商談会」、「高まる商談会」（重複事業者数：２事業

者） 

 

【2026 年度の取組】 

  引き続き、事業者が自らの課題を認識し、成長に向けて主体的に行動する意識を醸成するとと
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もに、実行力と自走力の向上につながるよう支援を行う。さらに、展示会等の事前準備やフォロー

体制を重視し、商談の精度と成約向上に結び付けるための継続的な伴走支援を行う。さらに、海

外展開に向けた情報提供や越境 EC サイトの活用に関する周知・啓発を進め、海外販路の拡大に

つなげる。 

 

 

７．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

【実施した事業】 

2024 年度の経営発達支援事業実施結果について有識者による評価委員会を開催。今後の効

果的な支援のＰＤＣＡサイクルの構築を図る為実施状況を報告し成果について評価を行った。結

果について次年度以降の計画の参考にするとともに、当所ホームページで公表した。 

 

【2026 年度の取組】 

５か年計画の２年目となることから、1 年目の意見評価を活かし本計画に沿って実施していく。 

 

 

８．経営指導員等の資質向上に関すること 

【実施した事業】 

支援担当職員が中小企業大学校や日本商工会議所が主催する各種研修会並びに香川県下

商工会議所経営支援担当職員研修に参加した。 

  

 職員向けの経営支援スキルアップ研修会を開催した。中小機構 四国本部 中小企業アドバイザ

ー等を講師として招き、販路開拓や財務分析、AI 活用など経営支援に必要な基礎知識を学び、

総合的な支援能力の向上を図った。 

  

日時 テーマ 講師 参加者数 

2025 年 6 月 18 日 
販路開拓支援の基礎

知識 

中小機構四国本部 中小企業 

アドバイザー 小倉 綾氏 
16 名 

2025 年 7 月 24 日 
生成 AI を活用した事

業計画作成力の向上 

経営テラス 

代表 中堀 弘規氏 
20 名 

2025 年 8 月 27 日 

価格設定の考え方と商

品ブラッシュアップ支援

について 

中小機構四国本部 中小企業 

アドバイザー 小倉 綾氏 
17 名 

2025 年 11 月 13 日 
財務分析と原価管理の

ポイント 

中小機構四国本部 中小企業 

アドバイザー 立川 敦史氏 
８名 

2025 年 12 月 16 日 
財務分析と原価管理の

支援ワーク 

中小機構四国本部 中小企業 

アドバイザー 立川 敦史氏 
11 名 

 

2025 年度中の IT パスポートの取得者数は１名であった。現在、IT パスポートは、職員 29 名中
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26 名（90％）が取得している。 

 

当所管轄のエリアを 13 に分け各エリア担当を決めて巡回等を行った。2025 年度は、1 年以上接

触の無い部会所属の会員事業所 970 件に巡回を実施した。その内の 81 社を対象に、事業承継を

テーマに接触。香川県事業承継・引継支援センターの専門家と同行訪問して事業承継診断シート

の回収をするなど必要な支援へつなげることができた。 

 

相談内容を経営支援ツール（toas,Ｂｉｚミル）へ入力し職員間の情報共有並びに情報の蓄積を行

い支援内容の共有を図った。 

 

【2026 年度の取組】 

引き続き、経営指導員等一人ひとりの支援能力の底上げを図り、情報の蓄積並びに共有化を行

って基本的な相談に対応できるよう標準化を図る。 



 

 

 

 

 

経営発達支援計画運営・評価委員会開催結果について 

 

 

１．日  時  2026 年 8 月３日（月）１１：００～１２：００ 

２．場  所  高松商工会議所会館 ４階 ４０３会議室 

３．出席委員  ４人 

４．審議事項  2025年度実施事業の評価等について 

５．結  果 

  当所事業推進部長による開会挨拶の後、運営・評価委員会規程第３条第３項により、委

員長が議長となり議案審議を行い、審議事項（１）について、各委員から以下のとおり意

見・評価があり今後の取組みに反映することとした。 

  

〇事業計画策定後の実施支援に関すること 

 ・「売上増加事業者数」の表現について、「フォローアップ対象事業者数」123者のうち 19

者が売上増加となったように誤解されかねないため、実際の分母である 28者を明確に

示すなど、より分かりやすい説明が必要であるとの指摘があった。今後は報告資料にお

いてこの点を改善し、誤解を防ぐ工夫を行ってはどうかと意見があった。 

 

〇新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 ・商談会の参加者募集方法について、主に声かけやホームページでの周知によって参加者

を集めている現状を踏まえ、さらに積極的なアピール方法を検討してはどうかとの意

見があった。特に小規模事業者が参加しやすい工夫が課題であると指摘された。 

 

〇経営指導員等の資質向上に関すること 

 ・2025 年度は１年以上接触の無い部会所属の会員事業所 970 件に対して巡回訪問を実施

したことを高く評価する意見があった。フェイストゥフェイスでの関係構築の重要性

を強調し、実際に現地を訪問する意義について評価を受けた。また、小規模事業者等は

大手企業に比べて課題認識が十分でない部分があるため、今回の取り組みが事業者の

意識向上に寄与すると評価があった。 

・今回の会議に初めて参加した中で、商工会の多様な支援業務に対する理解が深まったと

の感想があった。一年以上に接触のない事業者への巡回訪問を高く評価した。自社にお

いても長期間取引のない顧客が多いことから、商工会議所の事例を若手職員に伝え、連

携の可能性も含め今後も積極的に情報交換を希望すると意見があった。 

 

                                   以上 


